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はじめに

本稿では, 1970年から2017年までの期間をカバーしたテロリズムに関する包

括的なデータベース, The Global Terrorism Database (以下 GTDと略称) を利

用して, テロリズムの発生要因を分析することを目的としている
(２)
｡ このデータ

ベースは米国のメリーランド大学 (The University of Maryland) の The Nation-

al Consortium for the Study of Terrorism and Responses to Terrorism (START)
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(１) このテロリズムに関する研究途上, 米国国務省が突然, STARTへの資金提供
を中止したことを発表した (2018年５月)｡ それ以降, The Global Terrorism

Database の更新に滞りが生じていたが, 本稿執筆を終える直前 (2019年２月25日)
に, The German Federal Foreign Office (FFO) が GTDを支援するために START

に対し資金拠出を申し出たという朗報がテロリズム研究者に伝えられた (START

の web記事 (https://www.start.umd.edu/news/german-ffo-funds-gtd) を参照)｡ これ
で GTD構築の継続が可能になり, さらなるテロリズム研究の発展が期待される｡
本稿がその一助になれば幸いである｡ 本稿の作成にあたり, 木原 (2014) に負うと
ころが大きく, 心より感謝したい｡

(２) テロリズムの定義は困難を極めるが, GTDにおけるテロリズムの定義は以下
の通り｡

The threatened or actual use of illegal force and violence by a non-state actor to

attain a political, economic, religious, or social goal through fear, coercion, or in-

timidation (https://ourworldindata.org/terrorism 参照).
Krueger (2008) は, ｢前もって計画された政治的動機に基づく暴力｣ (邦訳, p. 23)
としている｡
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によって構築されており, 国内・国際テロリズムに関する体系的なデータを扱

い, 18万件以上のテロリズム事件を含むものとなっている｡

図１に示されているように, テロリズムの発生件数は2000年代増大傾向を見

せていたが, 2014年をピークに, 現在 (GTDがカバーする2017年) に至るま

で減少傾向にある
(３)
｡ テロリズムによる死亡者数も2017年は2014年の半分まで減

少したが, 1990年, 2000年代に比べると, より高い水準である｡ 従来, このよ

うなテロリズム発生の背景には, そのテロリズムの暴力性から, 貧困や教育の

問題等の指摘がなされてきた (例えば, Stern (2000) を参照)｡ しかし, Krueger

(2007), Krueger and Laitin (2007), そして Krueger and �������	
(2003) が

テロリストの詳細なマイクロデータをもとに分析しているように, テロリスト

は十分な教育を受けており, 裕福な家庭の出身であることや, 高等教育を受け

ており, 高所得の職業に就いているほうがテロリズムを支持する傾向があるこ
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(３) Rosling (2018) は, テロリズムの発生件数は増加中であると指摘しているが,
GTDのデータベースからはその指摘は現時点 (2019年) では間違いであると言え
る｡

図 1：テロ発生件数の推移 (1998～2017年)

出所) Global Terrorism Database (2018)
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となどが明らかにされている｡ 彼らの論文がテロリズムの実証分析の嚆矢とな

るが, その後, 最近までのデータ更新に伴い, テロリズム発生原因に関する実

証分析はそれ程多くないと言えるが, 以下に簡単なサーベイを試みる
(４)
｡

テロリズム発生の原因は何であろうか｡ 近年, 貧困が内戦と同様に国際テロ

リズムのケースでも発生の原因になるかどうかについての実証分析が行われて

きた
(５)
｡

Blomberg, Hess and Weerapana (2004) は, テロリズム発生と発生国の経済

状態の間の関連を1968～1991年のサンプル期間, 127カ国からなるパネルデー

タを用いて実証分析を行った｡ その結果, より民主主義的で, より高所得国で

ある場合, 景気の悪化がテロリズム活動を引き起こす確率が高くなることを示

した｡

Krueger and Laitin (2007) や Piazza (2006) は貧困がテロリズムを引き起こ

す証拠は見当たらないとしている｡ Abadie (2006) は, 186カ国の国際テロリ

ズムのリスク指標 (World Market Research Center’s Global Terrorism Index)

を被説明変数に用いて, ｢政治的自由度｣ あるいは ｢政治的権利の欠如｣ で制

御すると, 一人当たり GDPや国連の人間開発指標 (HDI) で測った貧困は,

テロ・リスクの有意な決定要因ではないこと
(６)
, しかもその政治的変数は非線型

(逆Ｕ字型の２次式) の形式でテロ・リスクの重要な決定要因となっているこ

とを示した｡ 言い換えれば, 政治的自由度が中程度の国の方が, 政治的自由

度の高い国や独裁体制国よりもテロ・リスクが高いことを意味する｡ Abadie

(2006) は, 政治的自由度のレベルが非線型 (逆Ｕ字型の２次式) の形でテロ・

リスクと関連している理由については以下のように説明している｡ すなわち,

政治的自由度の低い独裁体制下では強権的に政治的不満を圧殺し, テロリズム
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(４) 木原 (2014) は GTDを使った包括的な実証分析を試みており, 本稿も木原
(2014) との比較を試みている｡

(５) Collier and Hoeffler (2004) は内戦を引き起こす説明力のある変数は, 経済水
準の変数であって, 政治的変数ではないことを示している｡

(６) この結果は, Collier and Hoeffler (2004) と対照的である｡



を抑える一方で, 政治的自由度が高まるにつれてテロの発生件数が高くなるの

は, 政治的自由度中位の国は政治的に不安定で, ガバナンスの弱い政府が多く,

テロリズムが発生しやすい条件下にあるからであるとしている｡

Krueger and Laitin (2007) は, テロリストの ｢出身国｣ とテロリズムの ｢標

的国｣ に分類し, テロリズムの要因分析を行っている｡ 政治的要因を制御する

と, テロリストの ｢出身国｣ の経済的要因は説明力を失い, むしろ, 経済的要

因は ｢標的国｣ において有意な変数となる｡ 一方, テロリストの ｢出身国｣ で

際立つのは ｢政治的抑圧｣ であり, ｢政治的権利の欠如｣ がテロリズムの説明

力の高い変数であることを示した｡

Drakos and Gofas (2006) は, 1985～98年のサンプル期間で139カ国からなる

パネルデータを用いて, 国際テロリズムが発生する国の特徴を捉えている｡ す

なわち, 低い経済的開放度, より高い人口圧力, 高いレベルで国際紛争に関与

している国であるほど国際テロリズムが発生しやすくなる｡ また, テロリズム

活動には強い自己回帰的要素を持つ ｢常習的伝染力｣ の存在が認められる｡ さ

らに民主主義と国際テロリズムの発生との間には統計的には弱い有意性しか認

められなかった｡

このように, 近年の国際テロリズムに関する実証結果で焦点になっているの

は, ｢貧困｣ に見られる経済的発展度, および民主主義などの政治的要因であ

る｡ 多くの研究で, 経済的発展度とテロリズム発生との間で有意な関係を得ら

れていない｡ これは, 途上国の貧困削減を通じて国際テロリズム発生の減少を

狙うという policy implication を阻喪させてしまいかねない結果となっている｡

しかし, 後で示すように, 経済的発展度とテロリズム発生との間には複雑な非

線型の関係を有する可能性があり, 政治的要因とテロリズムとの関係もまた同

様である｡ この関係を計量的に明らかにするのが本稿の主な目的である｡

本稿の構成は以下の通りである｡ 第１節では, テロリズムと経済的要因, 政

治的要因との関係を計量的に分析するための推定モデルとデータの詳細を述べ,

第２節ではその推定結果を報告する｡ 最後に結論を述べる｡
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１. 推定モデルとデータ

データベース GTDを利用して, 1980～2016年のサンプル期間で最大175カ

国からなるパネルデータを構築し, 以下のテロリズム発生要因に関するモデル

を推定する｡ すなわち,

������������������	
����
��������
������
��������������������

����������� ����

ここで, ������はテロリズム発生件数, �	
は一人当たり実質 GDP (対数),


�は政治的自由度, ���
��は民族的分断の程度, ��
�������は言語的分断の

程度, ���������は宗教的分断の程度, �は time, �は国を表し, ��は国独自の

個別効果, ��は時間効果, ����は撹乱項を表す｡ なおここでは, テロリズム発

生国とテロ犯人の国籍は一致すると仮定している｡ この蓋然性はすでに

Krueger (2007) でも指摘されている｡ 当然のことであるが, テロリズムの実

証研究で最重要なのはテロリズムのデータであり, テロリズムの定義と密接に

関係している｡ Abadie (2006) は, The World Market Research Centerの Global

Terrorism Index (WMRCGTI) を使用している｡ Krueger and Laitin (2007) は,

米国国務省データベースや, Pape (2003) 及び International Policy Institute for

Counterterrorism の自爆テロ攻撃のデータとの統合を図ったデータベースを用

いている｡ Enders and Sandler (2012) は国際テロリズム・データ (The Inter-

national Terrorism; Attribute of Terrorism Events (ITERATE)) を, 本稿では前

述の GTDを利用している｡ また政治的自由度は Freedom Houseの Freedom In

The World の指標 (政治的権利指標 (1 (最良)～7 (最悪))) を用いた｡ ���
���

��
�����������������は全て分断の程度を表し, 以下のように定義される｡

����������
�

���
��
�� ���������
�����
���������
���������� ����

ここで, ���は�国におけるグループ�のシェアを表す (Alesina et al. (2003)

参照)｡
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推定方法は, 最小二乗法, 操作変数法 (２段階最小二乗法), パネルデータ

分析の３種である｡ 内生バイアスを制御するために, 一人当たり実質 GDPに

対して Gallup et al. (1999) で開発された国土ダミー (land dummy) を操作変

数として使用した｡ このダミーは０から１の間の値をとり, 海洋に接する程度

が大きいほど１に近くなる性質をもつ｡ 国土ダミーは経済発展 (GDP) に影

響を与えることは多くの研究で知られており, しかもテロの発生とは無関係で

あることから, 適切な操作変数候補となっている｡ 本稿で用いた変数の定義,

出所は表１に掲げられている｡

推定の特定化は, 一人当たり実質 GDP及び政治的自由度に関して非線型

(逆Ｕ字型の２次式) を仮定している｡ それは, Abadie (2006), 木原 (2014)

はテロに対して一人当たり GDP, 人間開発指数 (HDI), 及び政治的自由度に

関する変数の非線型の関係を見出しており新たなテロリズムのデータベース

(GTD) でもその関係は維持されるかを確認するためである｡

２. 推定結果

推定結果は表２に示されている｡ プーリングした最小二乗法とランダム効果
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(７) データは http://www.anderson.ucla.edu/faculty_pages/romain.wacziarg/ 参照｡

表 1：データの定義と出所

変数名 変数の定義 出 所

������

���

�	


��


������


���������

��
������

���

テロリズム発生件数

一人当たり実質 GDP

政治的権利指標
国土ダミー
民族分断指数
言語分断指数
宗教分断指数
中等教育就学率

GTD (The University of Maryland)
https://www.start.umd.edu

World Development Indicators (The World Bank)
Freedom House (https://freedomhouse.org/)
https://www.pdx.edu/econ/jlgallup/

Alesina et al.(2003) 参照
(７)

World Development Indicators (The World Bank)



推定の比較をする Breusch and Pagan 検定, そして, ランダム効果推定と固定

効果推定の比較をする Hausman 検定を通してランダム効果推定が最もふさわ

しい推定方法であることを確認している｡ 変数のうち中等教育就学率を除いて,

全ての変数の係数は有意水準１％基準で有意であった｡

Abadie (2006) と同じく, 政治的権利変数の非線型性 (逆Ｕ字型の２次式)

が認められ, その係数は有意である｡ この時, テロリズムの発生件数が最大に

なる政治的権利のレベルは, ２段階最小二乗法の場合で3.7と推定され, それ

に比してランダム効果推定では4.97となり高めに推定されている
(８)
｡ 木原
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(８) テロリズムの発生件数を�, 政治的権利を�とし, 関数形が ������������とす

表 2：推定結果

被説明変数：�	
(テロ発生件数)

Log GDP

{Log GDP}2

PR

PR2

Ethnic

Linguistic

Religious

Sec

No. of obs

テロ発生最大
となる PR値

(1)
OLS

0.498***

(0.157)

�0.029***

(0.009)
0.334***

(0.058)

�0.047***

(0.007)

�0.471***

(0.120)
0.630***

(0.115)

�0.847***

(0.093)

5521

3.55

(2)
OLS

0.547***

(0.193)

�0.031***

(0.011)
0.382***

(0.070)

�0.051***

(0.008)

�0.600***

(0.153)
0.843***

(0143)

�0.839***

(0.111)
0.001
(0.001)
4047

3.74

(3)
2SLS

0.912***

(0.186)

�0.053***

(0.011)
0.472***

(0.066)

�0.064***

(0.008)

�1.184***

(0.139)
0.943***

(0.127)

�0.628***

(0.103)

4974

3.70

(4)
Fixed

1.456***

(0.282)

�0.093***

(0.017)
0.314***

(0.058)

�0.031***

(0.007)

5875

5.06

(5)
Random

1.201***

(0.260)

�0.075***

(0.015)
0.308***

(0.058)

�0.031***

(0.006)

5875

4.97

*は有意水準10％，**は有意水準５％，***は有意水準１％で有意であることを示す｡



(2014) の推定では政治的権利のレベルが4.13～4.77のときテロ件数は最大に

なると報告しているが, 本研究ではそれより若干幅が広い｡

一方, 経済発展度を示す一人当たり GDPの果たす役割は複雑で, 単独で推

定モデルに組み込んだ場合は有意水準５％基準で有意ではなく, この結果は木

原 (2014) や Abadie (2006) と同じあった｡ 木原 (2014) が試みたように, サ

ンプルを先進国と途上国に分割して推定した場合, 一人当たり GDPの係数は

お互い逆の符号をもち, 有意な結果を得ていることから, 本稿では, この変数

に関しても非線型性 (逆Ｕ字型の２次式) を仮定して推定した｡ なお, この変

数に関しては, 内生変数の可能性があるため, 前述のように, 国土ダミー, １
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ると,
��

��
����������より, テロの発生件数が最大になる�の値は

�

��
となる｡

図２を参照｡

図 2：テロリズム発生件数と政治的自由度の非線型関係
(ランダム推定効果のケース)
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期ラグの一人当たり GDPを操作変数として２段階最小二乗法で推定した｡ 表

２の結果を見ると, OLSでは一人当たり GDPの係数に過少に推定してしまう

バイアスが認められた｡ ２段階最小二乗法及びランダム効果推定法から得られ

た推定値から, テロの発生件数を最大にする一人当たり GDPは約3000ドルか

ら5400ドルとなる
(９)
｡ すなわち, 低所得からこの値に達するまでの経済発展はテ

ロの発生件数を増やす傾向があり, それを越えて発展するとテロの発生件数は

抑制される｡

以上のことから, テロリズムの発生要因として極めて重要な要因は, その国

の政治的権利や市民の自由度であることがわかる｡ また従来, Krueger (2007)

のように, 貧困がテロリズムの温床であることを否定している主張は, 経済的

発展度がテロリズム発生と線型の関係で推定していたことによるもので, 本稿

のように経済的発展度がテロリズム発生と非線型の関係を仮定すれば, 有意な

推定値を得ることができたことから, 経済的発展度がテロと複雑な関係を持つ

可能性がある｡ この結果は, 先に紹介した, より民主主義的で, より高所得国

である場合, 景気の悪化がテロリズム活動を引き起こす確率が高くなることを

示した Blomberg, Hess and Weerapana (2004) と (条件に該当する国は逆Ｕ字

曲線の右側に位置するため) 整合的である｡

最後に, 表２より, ３つの分断変数 (民族, 言語, 宗教) について確認して

おこう｡ この３つの分断変数の中で, 分断の度合いが高まると, テロリズム発

生を促す傾向のあるのは言語的分断のみで, 民族, 宗教の分断変数の係数は逆

に負となっており, テロリズムの発生を抑えることが示されている｡ ３変数全

てにわたり有意度１％基準で有意であった｡ Abadie (2006) も本稿と同種の特

定化で計測しているが, 言語的分断指数の係数の符号は同じく正かつ, 有意水

準10％基準で有意であるものの, 他の２変数は有意ではない｡ 一方, Krueger

(2007) において, ２国からなる１万1026組におけるテロリズム決定要因の実
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(９) 木原 (2014) は一人当たり GNIで3500ドルから4200ドルと推定している｡



証分析では, テロリズム出身国の宗教は有意な決定要因とはなっていない｡ 本

稿の推定結果から, 一般的な通念とは異なり, 民族, 宗教の多様性は必ずしも

テロリズムを促すものではなく, グループ間同士への寛容度を育み, それがテ

ロリズム抑止に繋がっている可能性を示唆している｡ この点はさらなる精査が

必要である｡

結論

本稿は, メリーランド大学の STARTによって構築されているテロリズムに

関する包括的なデータベース, GTDを利用してテロリズム発生の決定要因に

関する実証分析である｡ 従来のテロリズムに関する通念を覆すほど衝撃的なも

のであった Krueger (2007) の報告以来, テロリズムに関するデータベースの

構築とともに実証分析も蓄積されてきたが, 量的にはそれほど多くない｡

本稿は, Krueger (2007) がベースにしたマイクロデータ (テロリストの学

歴, 所得, 宗教といった情報) とは異なり, 最新の GTDのデータを利用して,

テロリズム決定要因に関して, マクロレベルでオーソドックスな推定モデルに

よる推定を試みた｡ 得られた結論は, 政治的自由度と経済発展度 (一人当たり

GDP) がテロリズム発生件数と非線型な関係 (逆Ｕ字曲線) にあることが有

意に認められた｡ これは, テロリズム発生を最大にさせる政治的自由度, およ

び経済発展度の極値を越えれば, テロリズムの発生を抑えるメカニズムが起動

することを意味する｡ さらに, 本稿では, ３つの分断変数 (民族, 言語, 宗教)

のテロリズム発生への影響も確認した｡ 分断の程度が大きくなるとテロリズム

発生を増加させるのは言語だけであり, 民族, 宗教の分断, 多様性の増大はテ

ロリズムの発生を抑制する有意な要因となることもみた｡ この知見は従来の研

究には見られなかったポイントである｡ 図１に見られる, 2014年以降のテロリ

ズム発生件数が減少している要因の分析は今後の課題である｡

テロリズム決定要因の非線型性に関する実証分析
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